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はじめに

本稿はドイツ関税同盟（der Zollverein）に関
する近年の研究動向を概観する。これにより，
工業化・経済成長に関する最近の研究視角・手
法がドイツ経済史研究の古典的課題であるドイ
ツ関税同盟に対してどのように導入されている
かを確認し，あわせて今後の経済史的な研究の
展開可能性を探ることが目的である。
本稿の内容は次のようにまとめられる。ドイ
ツ関税同盟が経済史研究者の視野の中心から外
れたとされる一九八〇年代後半以降も，従来の
一国史的ドイツ経済史把握から意識的に離脱し
た視角・視点による研究の継続があった。しか
しドイツ関税同盟に対する経済史的研究の再活
性化は，それらとも異なった，経済学的により
フォーマルな分析手法の導入によって達成され
つつある。一九七〇年代後半におけるRolf-H.
Dumkeの研究がドイツ関税同盟に対する経済
史的研究の転換点であり，その後のドイツ関税
同盟の成立過程とその経済的効果に対する計量
経済史的研究の流れが形成される出発点でも
あった。しかしその後ドイツ関税同盟は一九世
紀ドイツ経済史研究における諸対象への分析・
叙述の背景に置かれることが多かったが，一九
九〇年代以降はドイツ関税同盟そのものの成立
交渉過程やその経済的効果に直接的な分析を加
える研究成果が出た。これによりドイツ関税同
盟史に対する経済史的研究は新しい次元に入っ
ていることを指摘できる。一九八〇年代以降，

地域の重視という点で研究動向に同調してきた
わが国におけるドイツ関税同盟研究の展開は，
これらにみられる計量的な手法からは距離を置
いている。しかし，ドイツ関税同盟に関しては
社会史的に多様な角度から分析を加える研究も
一方で展開しており，制度的観察・分析や関係
人物に焦点を絞った伝記・評伝的な叙述・紹介
を軸とするわが国の研究もこの文脈にあるとい
える。

1．ドイツ関税同盟研究における関心の移動

ドイツ関税同盟への研究関心は一九八〇年
代後半以降，低下したように見える。一九八
四年はドイツ関税同盟設立一五〇周年にあた
り，ベルリンで展示物二百三十四件の展覧会が
（西）ベルリンのプロイセン文化財・州立公文
書館主催で実施される（Geheimes Staatsarchiv 
Preussisicher Kulturbesitz, Berlin-Dahlem 1984）
とともに，Hahn（1984）をはじめとする通史
が出版された。こうした一般的な関心の高まり
の一方，しかし，専門研究者のドイツ関税同盟
への関心の大きさや内容はそれ以前に復したわ
けではないのはたしかである。
その背景には，歴史研究一般において国民経
済ないしナショナルな存在が視野の中心を外れ
たことが第一にあげられる。経済史研究におい
ては一九七〇年代後半以降，地域が工業化の単
位として広く認められるようになり，ドイツ経
済史では「国民国家」「国民経済」論からの離
脱と方法的解体が進められた。また，EU統合
に代表される現実世界の動向は，国民国家の枠
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を超えたグローバルな連関への関心を高めるこ
とになった。八〇年代末から九〇年代初頭にか
けて急速に進行したドイツ再統一は，なるほど
過去のドイツ統一経験への関心を呼び覚まし
た（大西　1992）が，それは一時的なもの（も
しくは超克すべき概念として再び意識された
もすぎないもの）であったといえる。九〇年
代，二〇〇〇年代のドイツ関税同盟設立周年に
あたる年（たとえば一七五周年にあたる二〇〇
九年）には，一九八四年の一〇〇周年記念誌 
（Reichsfinanzministerium （ed.） 1934 ）に匹敵す
る刊行物は出されていないのはもちろん，一五
〇周年時のような一般的な関心の高まりを示す
ある程度大規模な行事もなかった。
こうした状況を踏まえて，今日のドイツ語
圏におけるドイツ関税同盟史研究の代表的存
在であるHahn/Kreutzmann（2012）は，自ら
の研究プロジェクト（「ドイツ関税同盟にお
ける高官たち：個別邦とネーションの間の機
能エリートの社会的プロフィール，キャリア
モデル，社会・文化的自己認識（一八三四－
一八七一）Die höheren Beamten des Deutschen 
Zollvereins. Soziale Profil, Karrienmuster und 
politische-kulturelles Selbstverständnis einer neuen 
Funktionselite zwischen Einselstaat und Nation 
（1834 -1871））並びにそれに基づく二〇一〇年
一月開催のシンポジウム「エコノミーとネー
ション：一九世紀における”文化的ネーションビ
ルディング“のファクターとしてのドイツ関税同
盟 Ökonomie und Nation. Der Deutsche Zollverein 
als Faktor der ʻkurturellen Nationsbildungʼ im 19 . 
Jahrhundert」によって，再び歴史家の関心の中
心にドイツ関税同盟が戻ろうとしていることを
強調する。それによれば，ドイツ関税同盟研究
の関心は従来の経済史上のドイツ関税同盟の意
義を確認するものに留まらず，新たな問題関心
や視角が出現している。ひとつにはドイツ関税
同盟の制度的展開をとくにドイツ各邦間の調整
と統合に果たした機能の面から探ろうとする関

心であり，いま一つは経済発展のみならず連邦
主義や議会主義，さらにナショナリズムとネー
ションビルディングにドイツ関税同盟が従来精
査されてこなかったいかなる役目を果たしたか
を見ようとするものである。これらはドイツ関
税同盟に関するトライチュケ，シュモラー以来
の最も古い問題関心に新しい光を当てるもの
（いわば新しい政治・外交史的アプローチ）で
あると同時に，今日の歴史学研究におけるナ
ショナリズム論の流れに明確に棹差すものであ
る（Hahn/Kreutzmann 2012 , pp.1 -5）。
こ う し た 関 心 か らKreutzmann（2012a）

（2012b）（2013）などでは，ドイツ関税同盟の
各種代表部に派遣された各邦の高級官吏に焦点
が当てられ，その内部組織における機能や相互
関係が観察されるとともに，ドイツ関税同盟設
立時における「Nation（ドイツ・ネーション）」
志向がどの程度の比重を持ったかが分析され
る。Kreutzmann（2012b）によれば，プロイセ
ンなどの大領邦や中規模領邦から代表として派
遣された高級官吏は自邦の利益を優先し，ドイ
ツ・ネーションとしての政治にかかわる行動動
機は希薄であったが，小領邦出身の官吏にむし
ろそれはよく見られた（pp.203 － 204）。自由
貿易主義に影響された高級官吏は保護関税的な
政策思想にも距離を置いていたが，ドイツ・
ネーション意識は 48・49 年革命期を迎えて彼
ら官吏の思考・行動パターンに影響を与え，50
年代以降それは高まった。しかし総じてドイツ
関税同盟一円的な思考・行動パターンは支配
的とはならなかったとされる（pp.225 － 226）。
ここでの一連のKreutzmannの関心は，今日の
歴史学一般におけるナショナリズム論を背景と
した，一九世紀「ドイツ・ネーション」意識の
実体性にある。
ここにおいて，ドイツ関税同盟の経済的意
義・機能への関心は明らかに後景に退いてい
る。結果として，Hahn/Kreutzmann（2012）所
収の論稿においては「エコノミー（Oekonomie）」
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は各邦の経済政策や経済市民の立憲主義・自由
主義的行動への影響の文脈でもっぱら取り扱
われることとなっている（Schuster-Fox 2012，
Boch 2012）。この点で，経済史的観点からのド
イツ関税同盟への関心については，あたかも二
〇一〇年代に入っても八〇年代後半以降の低下
が続いているかのような印象が与えられる。
しかしながら，八〇年代後半以降の時期も，

ドイツ関税同盟へのとりわけ経済史的な関心は
単に低下したとのみ指摘するだけでは十分では
ない。そこにはドイツ関税同盟を把握しようと
する視角の移動が明らかに生じていた。わが国
における研究もある程度これに連動している。
まず上述の経済史学における地域やグローバ
ルな連関への研究関心の比重増大は，ドイツ関
税同盟研究が停滞したとも目される九〇年代に
は，マクロ経済分析のフレームワークではなく
地域（特定の邦や都市）に視座を据えた研究を
輩出させた。それらの手法・問題関心は多様
であり，応用経済学的分析の視角をもつもの
もあるが，少なくとも「ナショナル・エコノ
ミー」を方法上の前提・観察対象とするもので
は共通してない。ヴュルテンベルクの繊維産
業のドイツ関税同盟加入への対応をあつかっ
たKollmer- von Oheimb-Loup（1996），バイエ
ルンの関税政策と産業的発展を論じるPreißer
（1991）（1993），おなじくバイエルンを対象と
するSeitz（1992）などがこれにあたる。この
地域に絞られた研究関心はわが国における蔵
本（1989）によって同調されている。これらに
よって従来のプロイセン中心のドイツ関税同盟
史把握からの脱却が果たされているといえよ
う。
また，多国間関係（英独関係）を論ずる単行
本としてDavis（1997）が出された。一九世紀
の国際経済関係の把握に同時代当事者ならびに
歴史研究者において認識の齟齬があることから
出発し，英国における通商政策の意図ないしド
イツ関税同盟への低い関心と，現実にドイツ関

税同盟に対してとられた行動やその効果との乖
離を明らかにするものである。わが国では河
合（1986）などがこれに先行する実証的分析で
あったといえるが，元来わが国のドイツ関税同
盟研究の視点の一つとしては一九七〇年代以前
から「ドイツ国民経済」を方法上の前提としつ
つもその対外（対英）的な位置づけを探る議論
が活発に行われていたのである（柳澤 1976）。
また柳澤（1976）における関税同盟統計の整理
分析は，現在の欧米における有力な研究動向で
ある数量史的分析に収束すべきものであったと
いえる。また諸田実は，F.リストの伝記研究を
軸とするドイツ関税同盟の経済思想的背景の研
究を諸田（2003）（2007）の二部作に結実させ
ていくが，この間，諸田（1994）では研究史の
整理と経済史的な概説をおこなう一方，諸田
（1995）では十九世紀前半の代表的なプロイセ
ン経済官僚モッツの関税統一に関する言説を紹
介し，今日の新しい政治・外交史的アプローチ
ともいうべき流れに連動している。
さらにドイツ関税同盟に関する経済史的研究
は，これらとは異なった視角と手法によって今
日新しい次元に進んでいる。以下ではそれらの
動きを概観したい。

2．ドイツ関税同盟に関する数量史的研究の出発点

ドイツ関税同盟に関する伝統的なアプローチ
は，その設立にいたる統合の過程に焦点をあて
るものであった。すなわち，国民国家が不在で
あったドイツ語圏における政治的統合に先立つ
経済的統合の事例として，プロイセン王国を中
心とする関税圏の設立とその拡張，南ドイツの
関税同盟との統合―という，プロイセン王国な
ど大国の政策を軸とする交渉の政治的過程が主
に扱われた。この伝統的アプローチは，2000
年代に入っても経済的統合一般を取り扱った
McCarthy（2006）などに受け継がれている。
ドイツ関税同盟の成立に至る交渉過程が一八世
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紀末以来の九つのフェイズに分けて概観され
ているが，そこで依拠されているのはClapham
（1963）やHenderson（1959（1984〈3〉））など
である。Henderson（1959）はとくに，より古
い研究と異なり，関税統一に国家の経済政策の
目的一貫性ではなくその過程の多岐性を探ると
いう点でパイオニア的ではあった（Hahn 2005 , 
80）が，なおドイツ関税同盟の意義は国民経済
成立の前段階を形成するものとして政治的な意
義とオーバーラップされつつ，いわば自明のも
のと扱われていた。
これに対して，ドイツ関税同盟の経済的意義
をより厳密に把握・測定しようとする研究が数
量史的研究として登場する。その先鞭をつけ
たのはDumke（1976）（その梗概は（1978）），
これをもとにしたDumke（1977）ならびに
Dumke（1981）である。さらにこれらを総括す
るものとしてDumke（1994）がある。

Dumke（1976）はドイツ関税同盟に関する最
初の「クリオメトリック」な研究であったが
（Dumke 1978 , p.277），その主張は 3点であっ
た。すなわち①関税同盟の成立の主な動機は関
税収入であったが，これは規模の経済と費用低
下を通じて上昇，各領邦の財政に好影響を与
え，政治的には反動的な体制維持に貢献した。
②「ドイツ」が穀物，木材，羊毛などを輸出
し，半製品・中間財の輸入に進んだ英―独交易
は「ドイツ」の経済発展に貢献したといえる。
③交易と保護の一般均衡モデルによってドイツ
関税同盟成立後の南部ドイツ諸領邦について静
態的厚生増大を計測すると，国民生産の 1 .5 ％
程度に留まった。動態的厚生増大もまた関税同
盟初期には小さいと考えられる。したがってし
ばしば強調されてきた経済的統一と工業化との
関係は薄いとされる。こうした結論は伝統的
なドイツ関税同盟論の修正を迫る内容であり，
Dumke（1981）とあわせてドイツ関税同盟に関
する経済史研究の認識上の転換点として認めら
れる（Feuerstein 2013 , p.372）。なお諸田（1995）

はDumke（1981）を紹介し，南ドイツが関税
同盟加入で得た厚生上の利益への低い評価に対
しては「南ドイツの発展の特殊な型とも絡ん
で，今後の課題である」としている（p.58）。
これとは別にFremdling（1986）はドイツ関

税同盟による鉄関税がドイツの製鉄業に与え
た国内市場における需要創出効果を計算した。
Fremdling（1986）は全体として，ドイツ語圏
の製鉄業における技術革新・「近代化」が市場
環境の変化に応じて選択的・能動的に行われた
ことを主張するものであり，関税同盟による税
率の変化はそうした市場における企業にとって
所与の条件として扱われるものの，大きな重要
性を認められているものではかならずしもな
い。ここにも通説的であった保護関税・育成関
税の担い手としてのドイツ関税同盟という理解
の修正が試みられていた。
こうした数量史的アプローチはしかし，ただ
ちにドイツ関税同盟に対する経済史研究の主流
になったわけではない。その背景にはドイツ語
圏における経済史研究においてクリオメトリッ
クスの導入が遅れていたことがまず挙げられる
（Banzawa 2013a, pp.41 -43 ; 2013b）。また，上
述のようにドイツ関税同盟自体が近年の経済史
研究においてやや視野から外れがちであったた
ことも大きい。こうした状況が変化するまでに
は，一九九〇年代を待たねばならなかったとい
える。

3．近年の数量史的な関税同盟研究の展開

しかし近年においては，ドイツ関税同盟に現
代経済学的な問題関心と手法による分析を加え
る，数量経済史的な研究の本格的な進展がみら
れる。それは大きくは二方面に分けられるとい
えよう。すなわち①ドイツ関税同盟の経済的効
果の精査と②ドイツ関税同盟形成過程のシーク
エンスへの着目である。これらの成果は相互補
完的に働いてドイツ関税同盟に対する新しい像
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を結んでおり，上述の最近の政治史的知見に重
なる部分が少なくない。
①ドイツ関税同盟の経済的効果の測定は，さら
に大別して二方面で進んでいるとできる。領
邦にとっての交易上のインパクトの計算（A）
にくわえて，一九九〇年代半ばにはじめられ
た「国境効果」のコンセプトを導入することに
よってドイツ関税同盟のマクロ経済的な効果で
ある経済統合の進展をより直接的かつ比較可能
な形で確認しようとする一群の試み（B）があ
る。
前者（A）については，Ploeckl（2013a），

Keller and Shiue （2013）を顕著な成果として挙
げられる。

Ploeckl（2013b）はドイツ関税同盟成立が
バーデンの経済成長に効果を持ったことを示し
たが，Ploeckl（2013a）ではバーデンにおける
地域的な就業状況のデータを用い，対外的な交
易状況の変化が領邦内部の経済環境にも変化を
与えたことを以下のように確認した。すなわち
顕著な地域分化が生じる（cf. Ploeckl（2010））
とともに，市場へのアクセス可能性の一般的な
上昇と関税同盟によってドイツ語圏市場と切り
離された隣国スイスからの工場進出という二方
面から製造業が刺激された。と同時に，製造業
内でも高関税品目の製造への雇用のシフトが一
般的に生じた。

Keller and Shiue（2013）はドイツ関税同盟の
経済的効果を各地域の価格の収束で測定すると
いう古典的手法を用いつつ，ドイツ関税同盟加
入が 1834 年の設立以降長期に渡り加入時期の
差にそれぞれの動機の差が反映しているであろ
うことに着目，市場へのアクセスがドイツ関税
同盟加盟の最大の動機であったという仮定を推
定式に（都市と再近接の港湾都市との距離を変
数とすることにより）導入した。その結果，そ
れら加盟の内生的効果を導入した場合，ドイツ
関税同盟の経済的インパクトはより大きいもの
として推定された。

また（B）の国境効果（border effect）の概念
を導入することによって，ドイツ関税同盟の経
済統合に与えた影響に関する数量経済史的研究
は新たな段階に入ったといえよう。ドイツ関税
同盟がドイツ語圏における地域経済のネーショ
ン規模での統合の起点もしくは重要な一画期を
なすことについては共通の了解が古くからあっ
たが，その貢献の具体的な大きさ・程度につい
ては議論上不分明な部分が多かった。国境効果
の概念導入は，他のケースとの水平的・垂直的
両方向での比較も意識した，より明示的な「ド
イツ関税同盟の経済統合への貢献」の計測の可
能性を開いている。なお「国境効果」とは，本
来 2地点間のモノのフローは両地点間の距離と
それぞれの地点の経済規模によってのみ決定さ
れるはずであるのに対し，もしも取引が国境を
超えることでフローに変化があった場合，国境
を越えたことそのものがフローに与えたであろ
う何らかの影響・効果であると理解される（藤
井　2010）。

Shiue（2005）は穀物価格をデータとして用
い，ドイツ関税同盟がバイエルンをはじめとす
る加盟諸国間の経済統合にもたらした影響を計
測した。1834 年・36 年におけるドイツ関税同
盟成立による内国関税撤廃すなわち経済的な国
境の撤廃は，およそ 140～160 キロメートル程
度の距離縮減に相応したとの結果が示される。
また非・関税同盟諸国（フランス，スイス，ハ
プスブルク帝国・オーストリア）間の交易に与
えた影響と関税同盟圏内の交易へのそれとは異
なるとされた。バイエルン 15 都市について，
その地理的位置（新たに解放された関税境界と
の距離）によって関税同盟加盟の影響が異なっ
たことも指摘される。計測された 19 世紀前半
のヨーロッパにおける国境効果は 20 世紀以降
のそれと比べて小さく，当時の交易・流通が
もっぱら距離によって規定されていたことを反
映するものと考えられる。
この認識を発展させたといえるのがKeller 
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and Shiue（2006）（2008）である。ここでは 19
世紀中半の中欧における統合された市場の成立
の要因を，ドイツ関税同盟に代表される関税撤
廃ないし税率低下ならびに通貨協定，さらに鉄
道建設に代表される新しい輸送技術に求め，ど
れが市場統合に最も貢献したのかを計測した。
その結果，欧州の 68 の市場についてのデータ
から，関税撤廃・自由化が各地の価格差を約
7％低減させ通貨協定は約 6%低減させたのに
対して，鉄道路線との連結が価格差を低減させ
たのは約 14%に及ぶとの結果を得た。制度的
変化が市場統合・物流の規模拡大に与える影響
は技術革新が与えるそれよりも小さいとの結論
が導かれ，ドイツ関税同盟が市場統合に与えた
効果が相対化される。
19 世紀前半・中半以降 20 世紀に至るより長
いタイムスパンで「ドイツ国民経済」の形成を
正確に把握しようとする試みのなかで，ドイツ
関税同盟を観察対象には含めていないがWolf
（2005）は一国の「経済統合」を「あるエリア
（国家）内部の境界を超える交易費用がエリア
間の境界（外国との国境）を超える交易費用よ
りも有意に低い状態」と定義し，1885 年以降
ヴァイマール共和制時代にいたるドイツについ
て輸送物流統計から得られたデータにより交易
費用の動態的な動きを観察した。その結果，ド
イツ帝国内の各地域の「経済統合」は上の意味
で達成されていたとはいえず，1930 年代初頭
にいたるまで経済統合は交通インフラの整備に
応じてゆるやかに進行していたことが結論され
た。これは 19 世紀前半・ドイツ関税同盟成立
期に生じていた経済統合の実情と，関税同盟の
効果の評価につながるものであろう。

②ドイツ関税同盟の形成過程は古くからの研究
対象であったが，最近では取引理論を援用して
その交渉過程を一貫して合理的に把握しようと
する動きがみられる。こうした理論的枠組みを
ドイツ関税同盟の分析に採用するのは，近年に

おける同様の関税同盟や自由貿易圏の成立に裏
打ちされた国際貿易論の新たな展開への追随で
もある（Feuerstein 2013 , p.367）。
こうした動きを整理しているのはFeuerstein

（2013）である。そこでは古典的なG.フィッ
シャー（G.Fisher）の研究と最近のシークエン
スに関する理論的展開との近接性が指摘され
る。フィッシャーはドイツ関税同盟形成過程
においてはある一国の加盟が他国の状況と決
定，ひいてはその後の加盟交渉に影響を与えた
ことも指摘しているが，これらはボールドウィ
ン（R.Baldwin）のドミノ理論やアギオンら
（R.Aghion　et.al）の自由貿易のネゴシエーショ
ンの議論の問題把握に近い。Feuerstein（2013）
によれば，ドイツ関税同盟は交易ブロック形成
におけるシークエンスに関する最近の理論的展
開の好個の適用例であり，ドミノ理論が示すよ
うに，同盟の拡大によって当初加盟を拒否して
いた領邦が加盟に転じるため，プロイセンは積
極的に交渉のイニシアティブをとることなく相
手の要請を待つだけでよかった。またプロイセ
ンが包括的交渉ではなく一対一の交渉を採用し
たことは上記のネゴシエーション論で説明可能
であるし，加盟交渉のシークエンスにおいては
同盟の（正負の）外部性が働いていたことが指
摘できる。

Ploeckl（2010）は上記Feuerstein（2013）で
も積極的に取り上げられており，この流れにお
けるドイツ関税同盟を直接の対象とした研究の
代表である。ここではゲーム理論モデルを用
い，「同盟の外部性 coalition externalities」とい
う概念の導入によってドイツ関税同盟の交渉過
程と関税同盟という制度的構造が選択された根
拠を明らかにしようとするが，ここからあくま
でドイツ関税同盟中では対等の一構成国であり
ながら指導性を発揮したプロイセン王国の位置
づけに新たな光を当てている。プロイセンはこ
こでは国際的な貿易協定において交渉形態や交
渉相手を選ぶことのできる「主導国」に擬せら
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れる。なおプロイセンが関税同盟加入交渉にお
いて活用しえた未加盟領邦へのネガティブな外
部性として，具体的には「関税収入（の低減）」
「国際貿易政策（の自律性の危機）」「領邦（地
域）内のポリティカル・エコノミー」の三点が
挙げられる（pp.10 -12）。

4．今日のドイツ関税同盟像

以上に紹介した近年の研究成果に基づいたド
イツ関税同盟の像は，以下のようにまとめられ
よう。
① 小規模加盟邦の存在：　プロイセン王国の意
図を中心にドイツ関税同盟成立を理解するこ
とには限界があり，小規模領邦の能動性や利
害意識を無視してはその成立のシークエンス
を理解することはできない。
② 「ネーションビルディング」の一起点として
の意義の再確認：　ドイツ関税同盟には各領
邦・地域の経済的利益を高める一方で，ドイ
ツ語圏の諸地域経済を統合する効果がたしか
に存在した。そして新たな角度から精査の光
を当てられた同盟加入の交渉過程は，以下の
最近の政治史的知見と相まって，ドイツ関税
同盟と 19 世紀後半のネーションビルディン
グとのなんらかの連続性の存在を示唆する。
すなわちドイツ関税同盟の形成過程において
当初プロイセン等の大規模諸邦に「ネーショ
ン」「ドイツ国民経済」志向は乏しかったこ
とが確認される（Kreutzmann 2012 , pp.203 , 
206）ものの，1860 年代後半における「小ド
イツ」的な「ネーション・ステイト」として
の統合の前提としてドイツ関税同盟の存在
はプロイセン王国・ビスマルク首相によっ
て利用されることになる（Hahn2012 , pp.166 -
174）。
③ 関税同盟の経済的効果：　ドイツ関税同盟が
諸地域経済の統合に与えた効果は少なくとも
甚大とはいえない。経済統合の進展により決

定的に貢献したのは，鉄道をはじめとする交
通インフラ・輸送技術の発達であったと考え
られる。この意味では，F.リストによるあま
りにも有名な「関税同盟と鉄道建設は同一の
大きな目的（＝ドイツ統一）に向かって進む
“シャム双生児”である」という言説は全く
妥当である。また一八三〇年代以降のドイツ
関税同盟や一八七一年成立の「ドイツ帝国」
の領域において，国民経済的統合が完成した
わけではない。「ドイツ」内部の市場的統合
や経済状況の収束は緩やかに進行した。「ド
イツ」国境が経済空間の最も有力な区分線と
して機能するようになるのは二〇世紀に入っ
てからであったと考えられる。一方，ドイツ
関税同盟が各領邦にいかなる厚生増大を与
え，経済成長に結びついたかについては，領
邦以下規模の地域によって程度の差異が存在
したが，総体的にDumke（1976）などが先
鞭をつけて推定されてきた経済効果よりも大
きかった可能性がある。諸邦が市場へのアク
セスを加盟の動機とした以上加盟による内生
的効果があったと考えるべきことや，特に中
小規模領邦にとって他邦が加盟する一方で同
盟外に留まることによる「ネガティブな外部
性」が存在したことが確認されるためであ
る。

おわりに

本稿ではドイツ関税同盟に関する近年の社会
経済史的研究が社会史や新しい政治史・外交史
に傾斜していることを示すとともに，数量経済
史的関心と手法による研究にも最近顕著な進展
がみられることを瞥見した。
ここで探られるべきは，この二つの研究の流
れが今後の合流ないし交響する可能性であろ
う。言説や観念の歴史的分析にむかう傾向を強
めた社会史と応用経済学としての性格を強めた
数量経済史という二つの研究視角は，一般に距
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離を広げているといえる。しかし上にまとめた
ように，ドイツ関税同盟については異なった視
角からの研究成果は相互に整合的にはたらき統
一的な像を描いてもいる。たとえばドイツ関税
同盟形成のシークエンスにおいて看過しえない
小邦の存在である。また，「ネーションステー
ト」形成と経済統合の関連という，かつては自
明視されたが，ある時期から方法論上ほぼ放擲
された観のある対象についても，あらためて精
査が加えられる必要が浮かび上がっている。
たとえば近年注目を受けている知識の経済史

（Mokyr　2005　など）の文脈でドイツ関税同
盟を分析できるならば，「想像の共同体」とし
ての「ネーション」研究と経済成長論的な数量
経済史研究との間に架橋がなされるかもしれな
い。具体的にはパテントや印刷物がその対象と
なろう。たとえば印刷物流通の動態にドイツ関
税同盟はどのような影響を与えたかを調査でき
たならば，とくに「文化的ネーションビルディ
ング」との関連でその意義は小さくないかと考
えられる。
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This paper surveys the recent development of socio-economic historical studies on the German 
Customs Union (Zollverein). The researches on the Zollverein were rather inactive in the 1980s, as 
most of historians showed little interest in the ‘German nation’ and the ‘German national economy’. 
At the turn of the centuries there has been a renewal of interest in the Zollverein. One of the greatest 
concerns in the field of social history in the recent years is nationalism. As a case of the first step of 
‘(cultural) nation building’, the Zollverein has been shed a new light from the angle of the cultural- 
and the new political and diplomatic history. In the meantime the recent cliometric studies have 
worked from a slightly different angle. They propose new analysis of the economic effects of the 
Zollverein and new interpretation of the sequence of its establishment. What seems to be lacking in 
the historiography of the Zollverein is a reintegration of these social- and the economic approaches.
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